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在留日本人の最も多い国は，アメリカ合衆国 (252， 043人)，次いで、ブラジル (94， 322人)，イ
ギリス (56 ， 355人〉となっている。また，在留日本人の最も多い都市は，ニューヨーク (53 ， 780










(1) 外務大臣官房領事移住部編『海外在留邦人数調査統計 平成 6 年版』大蔵省印刷局. 1994年 8 ベ
ージ。
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(4) 日本型企業社会に関する研究としては，東京大学社会科学研究所編『現代日本社会 1"'"'7 .n 東京大
学出版会， 1991年一2年，森岡孝二『企業中心社会の時間構造』青木書店， 1995年，渡辺治，他『日本
型企業社会の構造』労働旬報社， 1992年，飯尾要『日本型競争社会の構図』日本評論社， 1985年， r特
集日本型『企業社会』と経済民主主義J IT'経済.n No. 335，新日本出版， 1992年 3 月， 平尾武久「現






























7 月 14 日， ]apanese Chamber of Commers & Industry In London" と称する英国法人とし
て設立され， 1974年 6 月 21 日に，現在の名称に変更される。設立当時の法人会員数は，わずか
34社であったが， 1995年 7 月の会員数は415社となっている。在英日本人商工会議所の目的は，
「日英両国間の経済ならびに通商関係の推進と発展に寄与すると共に，在英日本企業の伸長と
擁護を図る」というものである。しかし，在英日本人商工会議所は r日本人」と言いながら，






















































































「日本語会」にさかのぼる。その時は，わずか20名の子供と 4 人の教師であった。そして， 19 
76年に日本政府から補助金給付を受け，政府派遣教員 5名が渡英し開講準備をすすめ，同年10
月に開校している。 1995年 4 月段階で，ロ γ ドン補習授業校は，児童生徒数1612名，派遣教員
7名，講師75名といった陣容になっている。
次に，ロンドン日本人学校について見ることにしたい。ロ γ ドン日本人学校は， 1976年10月，
中学部は大使館広報センターを，小学校はニッポンクラプを仮校舎として児童生徒数79名で開
校した。 1995年 5 月 1 日現在， 746名の児童生徒が在籍している。ロンドン日本人学校は，英
国関係諸法規のもとに，日本国関係諸法規に準拠し，初等中等教育を行うことを目的としてい
る。ロンド γ 日本人学校の保護者の職業は，民間企業勤務が大半を占めており，小学部で， 97 
% (525名中471名)，中学部で92% (734 名中 655名〉にのぼっている。また，ロンドン日本人
学校の理事には，大企業のロンドン支店長が名を連ねている。
(6) ロンドンの日本人学校・補習授業校に関しては，ロンドン日本人学校編『ロンドン日本人学校・学
校要覧 平成 7年度』サトウ・グラフィ v グス， 1995年，及びロンドン補修授業校編『ロンドン補修
授業校・学校要覧 平成 7年度』サトウ・グラフィックス， 1995年，などを参照。また， 1995年時点
で，世界の日本人学校数は， 57カ国， 91校に及び，派遣教員数は， 1287 名となっている。(文部省


























































































































































ンドン支店における日本人駐在員の労働と生活に関する意識調査結果J W産業と経済』第11巻第 1 号，
1996年O月，などを参照。










































































































(18) r帝京ロンドン学園『リンチ事件』の棲惨J (~週刊文春』第三十八巻第六号， 1995年 2 月 15 日号，
所収入
(19) 日本型企業社会のの中心と周縁の構造に関しては Karel Van Wolferen, The Enigma 01 
Jaρanese POωer: Peoρle and Politics in Stateless Nation , 1989. (篠原勝訳『日本/権力構造の
謎』上・下，早川書房， 1994年。〉 などを参照。

































(21) 越堂静子「職場における男女平等をめざすネットワーク J (基礎経済科学研究所編，前掲書，所収。〉
参照。
(22) 新日本的経営システム等研究プロジェクト『新時代の「日本的経営」一挑戦すべき方向と具体策一』
日本経営者団体連盟， 1995年 5 月。
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